On Kosuwari Taxation of Local Town in the Period of Declining Land Lord (2) - a study of Ushimado town finance in the Taisho era - by Sakamoto, Chuji
岡山大学経済学会雑誌20（2），1988，59～85
地主制後退期の町村戸数割課税（2）
　　　一大正期牛窓町における町税課税と
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4　町財政における戸数割課税とその階層構成
　これまでみてきたような明治末・大正・昭和初期の町村財政とくに近畿型
農村の一つ岡山県邑久郡牛窓町財政における課税実態の中で，これをさらに
牛窓町における戸数割賦課の実態とその階層構成についてより立ち入ってみ
ておこう。周知の通り戸数割は，1878（明治11）年の三新法体制下の地方税
規則によって，府県税として設定され，主として町村でそれぞれの規則，手
続によって賦課をみたものである。1戸を構える現住者の所得等を前提に課
される税で，人税的要素が強いが，のちに住家坪数，資産状況が斜酌された
ように物税的要素も備えており，当初いわゆる「見立割」方式によって課税
された。都市（大都市の区を含む）にも課税され得たが都市では家屋税を
もって代替し得るとされ大都市では家屋税が課されたケースが多く，（14＞農村
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財政におけるような戸数割課税をめぐる紛争は比較的少かった。！888（明治
21）年の市町村制成立のもとで，戸数割賦課の査定とその決定は町村会の仕
事とされたのである。戸数割は府県税であったが，それは各町村に配当さ
れ，町村ではこれに付加税を課し現実の査定事務は殆んど町村会及び町村当
局にまかされていたからである。
　いま，当時の牛窓町における県税戸数割と町税戸数割付加税の課税実態の
推移をみよう。表16es　，これを示すものであるが，県税戸数割は1921（大正
10）年度までは，まず県の定めた一定額が町の現住戸数に応じて配当され
た。その配当総額が，町会を通じて1戸当り査定された「歩数」に応じて配
分されたのである。年金生活の傷心軍人，救助対象の無所得の老人や貧民な
どには課税されない者もあるが大部分の毎戸現住者には原則として課税され
る。通常賦課が前期分と後期分とがあり，その前期ないしは後期に追加賦課
が1回ないし多い年には数回臨時の財政需要に応じて行われるのがふつうで
あった（追加分のない年もある）。前期分と後期分，追加分とで賦課戸数が若
干増減しているのは，住民移動を反映するものであろう。年々賦高額にかな
りの変動がみられる。これによると，1戸当りの賦課合計額は，県税の場合
1917年度まではほぼ1円台，以後急激に増加して1919年度で2．81円，！921年
度で！2．88円にもはね上がっている。
　一方これに対して，町税戸数割付加税は，付加税率5～6倍にも達する重
課である。1907年度で県税戸数割配当額（前期分，後期分）949円62銭一現実
の徴収はこのほかに追加分があるので，これより大きくなっている一に対
し，その5．954倍で町税付加税は前期・後期合せ5654円と1戸当り平均6円
39銭にも達している。同様に1909年度前期・後期分とも5．58倍，1911年度で
（14）都市の家屋税は，東京市ではすでに1882（明治15）年より区部で採用された。その後
　大都市や地方都市であいついで採用されている。岡山市では，当初家屋税課税への反対
　が強かったが，1911（明治44）年，戸数割賦課が家屋税賦課に代った。（r岡山市史全』
　1920年版）
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牛窓町における県税戸数割及び町税戸数割付加税の賦課徴収状況（1907－1921年度）表16
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注）1　牛窓町会議録綴，各年度により作成。
　　2　追加賦課分には，前期分ないしは後期分に含まれる場合と，独立して追加的に賦課している場合とがあ
る。
3　町税付加税は，収入済額（決定額）である。
4　1戸当り平均算出のための戸数は，賦課戸数が前期，後期，追加分の各々で異なっており，県税の場
合，後期分の賦課戸数を，町税の場合前期分の徴収戸数を仮にとった。
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は6．28倍にも達するのである。特に1911年度は新市制町村制の公布をみた年
であるが，この前後の付加税率は大きく，同年度の1戸当り平均戸数割付加
税額は8円74銭にも達したのである。1915年度以降は，前期分，後期分と
異った付加税率となっているが，1917年度までは付加税率は3～4倍といく
分か低下した。しかし，米騒動のあった年の1918（大正7）年度の後期分か
ら再び付加税率は六倍台に拡大し，1919年度後期分では付加税率実に7．3倍
とこの前後の最：高を示した。1戸当り平均の町税戸数割付加税も大戦後は16
円～21円にも上昇する趨勢にあったのである。
　このような戸数割の賦課状況は，1921（大正10）年の府県税戸数割規則お
よび同施行細則の制定によって若干の近代化，合理化が行われた。これは，
従来の見立割課税方式には市町村有力者の恣意が入りやすく不公平課税や細
民重三になりやすかった不合理性を改め，戸数割の課税標準，賦課方法，納
税義務者等を詳細に規定したものであった。即ち，市町村の戸数割の配賦基
準に直接国税および府県税額が導入され，また，とくに市町村での賦課基準
に所得額，住家坪数，資産状況の3つがとり入れられ，一定程度近代化をみ
たのである。
　たとえば，1922（大正11）年度前期分の同町の三三戸数割賦課額を例に
とってみよう。配当総額4375円69銭，その内訳として2842円8銭が1920（大
正9）年度直接国二三総額43，791円75銭1円二付金6銭4厘9回目残り
1533円61銭が，1921（大正10）年4月1日現在の戸数割納税義務者908人に1
人に付金1円68銭9厘の割合で配当された。その賦課方法としては，
　　所得二二スル賦課額……配当総額ノ10分ノ5
　　住家坪数二封スル賦課額……配当総額ノ10分ノ1
　　資産ノ状況ヲ斜酌シタル賦課額……配当総額ノ10分ノ4
と定められ，所得に対して2202円45銭，住家坪数に対して433円38銭，資産の
状況を斜回して1739円86銭が賦課された。
　いま，表19によって，1921年度以降の戸数割の賦課状況をみよう。1922年
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表17　牛窓町戸数割賦課の実態 （1922－1928年度，決算）
県 税 戸 数　　　割 町 税 付　　加 税
住家坪 資産の状
賦課 所得に対す 数に対 況を勘酌 1戸当り 県税戸数付加 町税付加税 徴収戸数 る賦課額 する賦 した賦課 各　　計 平　　均 割配当額 税率 （1戸当り平 戸数
課額 額 均）
戸
? ? ? ? ? ?
倍
?
戸
1922（大正11）
前期分繩喆ｪ
??
2202．45
Q202．45
33．38
S33．38
1739．86
P739．86
4375．69
S375．69
｝・・82 8755．431．95 17062．62
i18．39）
928
1923（〃12）
全期分 919 2392．04456．40 1898．504746．94 7229．351．7 12，284．67920追加分 919 2482．418．47 （13．35）追加分 919 278．9453．37220．40552．711924（〃13）
全期分 920 3868．18767．47 3089．087724．738．40 7724．732．2 16，991．03943
（18．02）
1925（〃14）
前期分 943 1423．63 268．241043．232735．10 5470．192．5 13，670．95940後期分ﾇ加分
943 1425．36 268．11 1041．622735 09
U01．D37．66
（14，54）
? 943 614．33111．20 428．24 1153．77
1926（”15）
前期分 930 1331．35248．04 948．892528．28 5056．583．7 18，702．84936追加分繩喆ｪ 930 1326．44247．92 953．92
141．49
Q528．288．50
（19．98）
追加分 2708．49
1927（昭和2） 町税
全期分 一 10680．40　 7068．6017749 一 一 一 17，767．65944
（18．82）
1927（”　3）
全期分 一 10462．50　 6797．5D17260 一 一 一 19，644．48936
（20，99）
注）出典は蓑16の資料に同じ。1927年度より特別税戸数割として町税となる。
度の付加税率1．95倍，1923年度1．7倍，1924年度2．2倍，1925年度2．5倍と比較
的倍率は低くなったが，1925年度は3．7倍と再びはね上がった。一方，1戸当
り平均の町税戸数割付加税額は10円台から！926年度の19．98円と約20円のと
ころまで上昇した。大正末の税制改革を通じ1927（昭和2）年度より特別税
戸数割として市町村の税目に移されたが，以後も1戸当りはほぼ20円前後の
負担水準を維持したのであった。
　つぎに，牛窓町の町税における国税・県税の付加税率の推移をみて，この
時期の国・県・町税の課税政策の特徴について検討しておこう。表18はこれ
を，1907－1926年度までについて一覧してみたものである。まず，第1に，
国税地租付加税については，1907年度及び1908年度，国税本税1円に付30
銭，1909年度には本税1円につき40銭に上昇している。！910年度以降宅地租
と田地租，その他地租について異った税率が適用されているが，1911（明治
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表18　牛窓町町税における国・県税付加税率の推移（1907～1926年度）
1907 1908 1909 1910 1911912 19 39141915 1916
（明治40） （〃41） （〃42） （η43） （〃44）（大正元） （〃　2） （tt　3）（F’　4） （〃　5）
地　租　計図　税
@　（地租割）
鞄ｾ税付加税
本税1円二付30銭〃　30銭 〃40銭
宅地租1円二付9銭
c畑地租　〃　21銭
^他地租　〃　18銭
｝13銭5厘
R1銭5厘
〃　9銭
V21銭
〃　　9銭
V　　21銭
〃　9銭
V21銭
〃　9銭
V21銭
”　　　9銭
V　　　21銭
（所得割） 7’　　30銭”30銭 〃35銭 〃　　15銭21銭9厘 〃15銭 〃　　15銭 ”15銭 〃15銭 ”　　　15銭
営業（収益）税付加税 国税一円二付30銭 〃30銭 ”35銭 〃　　　15銭 21銭9厘 〃15銭 ”　　15銭 〃15銭 〃15銭 7’　　15銭
（営業割） 県税一円二付30銭 〃3D銭 ”35銭 〃　　35銭55銭 〃40銭 〃　　40銭 〃40銭 〃40銭 ”　　　40銭
県税雑種税付加税
県税雑種税　　　　　40銭
”40銭 ”40銭 ”　　　40銭一円二付
県税戸数割付加税
@　（戸数割）
5．940026 4．24165 4．63546 6．479856 6．283656．13492875．55 4．5 ｛　4．15　3．86 ｛　3．72　・2．02
1917 1918 1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926
（〃　6） （〃　7） （〃　8） （”　9） （〃 10） （〃11） （〃12） （〃13） （”14） （〃15）
〃　　　9銭 〃　9銭 〃　9銭 〃　　28銭 ? 28銭 〃28銭 〃　31銭36 ”28銭〃28銭 〃　　　28銭地　租　付　加　税
〃　　21銭 〃21銭 〃21銭 ”　　　66銭 ? 66銭 〃66銭 〃　73銭92”66銭 〃66銭 〃　　　66銭
所得税付加税 〃　　15銭 〃　15銭 ”　15銭 ”　　24銭 〃 14銭 〃14銭 ”　15銭67〃14銭 〃14銭 〃　　　14銭
〃　　15銭 〃　15銭 〃　15銭 〃　　47銭 〃 47銭 〃47銭 〃　68銭32〃61銭 〃61銭 〃　　　61銭営業（収益）税付加税
〃　　40銭 〃　40銭 〃60銭 〃　　80銭? 80銭 〃80銭 〃　80銭 ”80銭 ”80銭 〃　　　80銭
県税雑種税付加税 〃　　40銭 〃40銭 〃60銭 〃　　80銭? 80銭 〃80銭 〃　80銭 ”80銭 〃80銭 ”　　　80銭
県税戸数割付加税
i特別地税付加税）
3．66
｛?????，? ｛??????
｛　5，16　5，6749 1．85
Q．15
1．95 1．7 2．2 2．5 　　　3．7
i一円二付2．96銭）
注）表16の資料により作成。
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44）年度の財政需要拡大のさいには，宅地租1円に付13銭5厘，田畑地租そ
の他では1円に付31銭となっている。以後宅地租9銭，田畑地租その他で21
銭で推移したが，反動恐慌期の1920（大正9）年度以降宅地租28銭，田畑地
租その他で66銭にはね上がった。1923（大正12）年度には宅地租31．36銭，田
畑地租73．92銭にも拡大をみている。これは，明治末期～大正初期の市町村
財政危機に対応した付加税率の制限緩和措置とも照応しているものである。
所得税付加税率は，1907，1908年度30銭，1909年度35銭，1911年度21．9銭の
ほかは15銭で推移し，1920年度の24銭をのぞいては以後14銭と比較的低位で
推移した。
　これに対し，営業税付加税は，国税と県税に対してみられたが，特に県税
に対する付加税率が国税のそれを上まわっている。1911年度は，営業税付加
税についても国税1円に付21．9銭，県税1円に付55銭に達している。以後そ
れぞれ15銭と40銭で推移したが，国税営業税付加税率は1920年度から47銭，
！923年度から60銭台に上昇した。一方，県税営業税付加税率も1919年度から
60銭，！920年度からはいつきょに80銭へと上昇し，町の零細な小営業者には
大きな負担となって行った。県税雑種税の付加税は営業税と一緒に徴収して
いたものを，1913（大正2）年度より税目上分離し1円に付40銭を徴収して
いたが，これも1919年度より60銭，1920年度より80銭に上昇した。漁業税，
行商税（主として魚）なども雑種税として微収されたことはすでにみた通り
である。
　県税戸数割の付加税は，異常な高率であることはすでにふれたが，明治末
期～大正初期，米騒動期から戸数割規則制定前夜までが4倍から最高6倍，
7倍と教育費など財政需要に応じ異常な高さとなっている。1921（大正10）
年度の県税戸数割配当額は前期分，後期分とも従来の3倍以上となったため
付加税率は逆に前期分1．85，後期分2．15へと下落している。以後大正末期ま
でほぼ2倍前後で推移したのである。
　つぎに，牛窓町約900二戸（戸数割の現実の納入者は町税の場合今少し少
一65一
294
い）の県税戸数割賦課の等級順位による階層構成の変化からこの問題を今少
し検討してみよう。表19と表20は，これを市制町村制改正前の1909（明治
42）年度と，改正後の191！（明治44）年度とについてみたものである。この
年は、市制町村制が改正され新町会議員が選出されて町会に戸数割等級更生
の調査委員会ができ，H両家等町内の“富豪”の税額を査定し歩数の増加を
図った年であった。表19にみられるように，1909年度でH両家は，戸数比で
は全町納税戸数855戸のうちわずかO．2％に過ぎないが，賦課税額では14．1％
を占めている。上位2等級～10等級の人12戸で税額30．1％を占めるに至って
いる。上位20位までの戸数64戸（全体戸数の7．5％）で累積税額では全体の
56．7％に達し5割をこえるに至ったのである。
　こういつた構成が1911年度にはどのように変化するのか。表20にみる通
り，まず1等級のH両家の税額構成比では14．1％→16．9％へと上昇した（1
戸当り平均税額でも50．83円から51．25円に上昇）。これに比し，2等級～10
等級の12戸の税額は，30．！％→18．1％ぺと激減した。これを累積税額でみる
と10等級までは44，2％→35．0％へ，20等級までは，48．4％へといずれも下っ
ている。30等位まで，40等位までもそれぞれ下っているのである。つまり，
H両家の上位2戸の税額が相対的に増加したのと対比し，他の等級階層で税
額の相対的な減少がみられることである。
　この関係を等級階層別累積戸数と累積税額の相関（100分比）でみたもの
が図2である。戸数と税額の相関は，等級の上位層に偏っている　　上位層
の負担割合がかなり大きくなっている　　ことが明らかであるが，先にみた
関係が明瞭に読みとれる。つまり，明治末期の牛窓町の戸数割改革は，1等
級上位2戸（H両家）の税額のアップにしわ寄せする形で，町財政需要の増
加に応えようとしたのである。
　この関係は，1921（大正10）年度から1922（大正11）年度への制度変化の
さいはどうか。表21，表22は，これをみたものである。1～2等級のH両家
の税額は，同期間に28．6％→44．0％へと上昇した。これに対し，3～10等三
一66一
地主制後退期の町村戸数割課税（2）　295
表19　牛窓町の県税戸数割賦課の等級別階層構成
　　　（その1）1909〔明治42〕年度前期分
等　　　級 戸　　数i構成比） 累積戸数i構成比） 賦　課ﾅ　額
同　構
ｬ　比
1戸当り
ｽ均税額
累　積
ﾅ　額
同　構
ｬ　比
戸　　％ 戸
? ? ? ?
％
1等級（H両家） 2（0，2） 2（O，2）101．66 14．1 50．83 101．66 14．1
2～10　　〃 12（1，4） 14（1．6）216．41 30．1 18．03 318．07 44．2
11～15　　〃 13（1．5） 27（3，2） 31．42 4．4 2．42 349．49 48．6
16～20　　〃 37（4，3） 64（7．5）58．19 8．1 1．57 407．68 56．7
21～25　　” 49（5，7）113（13，2）54．61 7．6 1．11 462．29 64．3
26～30　〃 44（5，1）157（18．4）39．34 5．5 0．89 501．63 69．8
31～35　　’ノ 93（10，9）250（29．2）67．05 9．3 0．72 568．68 79．1
36～40　　〃 73（8，5）323（37．8）39．20 5．5 0．54 607．88 84．5
41～45　　〃 148（17，3） 471（55，1）52．49 7．3 0．35 660．37 91．8
46～50　　” 384（44．9） 855（100　）58．79 8．2 0．15 719．16100．0
?
855（100）855（100　）719．16100．0 0．84 719．16100
注）牛窓町r町会会議録綴』，1909年度による。
表20　牛窓町の県税戸数割賦課の等級別階層構成
　　　（そのll）1911〔明治44〕年度前期二
等　　　級 戸　　数i構成比） 累積戸数i構成比）
賦　課
ﾅ　額
同　構
ｬ　比
1戸当り
ｽ均税額
累　積
ﾅ　額
同　構
ｬ　比
戸　　％ 戸
?
％
? ?
％
1等級（且両家） 2（0。2） 2（0．2）102．5 16．9 51．25 102．516．9
2～10　　〃 12（　1．4） 14（1，6） 110．1 18．1 9．18 212．6 35．0
11～15　　〃 13（　1．5） 27（3．1） 29．82 4．9 2．29 242．44 39．9
16～20　　〃 33（3，8） 60（6．9）51．63 8．5 1．56 294．07 48．4
21～25　　〃 45（5．2）105（12，1）50．85 8．4 1．13 344．92 56．8
26～30　　〃 48（5．5）153（17．6）42．86 7．1 0．89 387．78 63．8
31～35　　〃 88（10．1）241（27．8）64．25 10．6 0．73452．03 74．4
36～40　　〃 78（9．0）319（36．8）42．01 6．9 0．54 494．04 81．3
41～45　　〃 137（15．8）456（52．5）49．34 8．1 0．36 543．38 89．4
46～50　　” 412（47，5） 868（100　）64．22 10．6 O．16607．60100
計 868（100．0）868（100　）607．60100 0．7 607．60100
注）表19の資料（1911年度）による。
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図2　戸数割等級階層別累積戸数と累積税額の相関（百分比）
　　　　　　　　×……1909年度前期分　　o……1911年度前期分
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戸数
のところ9戸（戸数比1，2％）で税額18．1％が！4．1％へ下っている（但し
1922年度の累積戸数は8戸）のに対し，累積税額では46．5％→58．1％へと上
昇している。このような戸数割等級階層別累積戸数と累積税額の相関（100
分比）をみたものが図3である。1921年度前期分に比べ1922年度前期分は累
積税額でいずれも前年度を上まわっていることが分かる。とくに，上位1～
2位（H両家）の税額増加割合がきわめて著しくなっている。府県税戸数割
規則の制定は，戸数割賦課の実質的な増加となってあらわれている。とく
に，1922年度の町村選挙権の拡大（町村議員等級選挙制の廃止）にともな
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表21　牛窓町県税戸数割の等級別階層構成（その皿）
（1921〔大正10〕年度前期分）
等　　　級 戸数（構成比） 累積戸数i構成比） 賦課税額 同構成比
1戸当り
ｽ均税額累積税額 同構成比
1～2（H両家）
戸　　％
Q　（0，2）
戸2（0，2） 　　円
P593．0
　％
Q8．6
　　円
V96．5
　　円
P593．0
　％
Q8．6
3～10 9　（1，0）11（1．2）1010．6 18．1 1！2．292593．646．5
Il～15 12　　（1．3） 23（2．5）251．034．5 20．922844．6751．0
16～20 22　　（2．4） 45（5．0）314．645．6 14．303159．3156．7
21～25 63　（6．9）108（11，9）596．2 10．7 9．46 3755．5167．3
26～30 99　（10，9）207（22，8）650．6811．7 6．57 4406．1979．0
31～35 84　（9，3）291（32，0）394．927．1 4．17 4801．1186．1
36～40 120　（13．2）411（45，3）339．51 6．1 1．05 5140．6292．2
41～45 324　（35．7）35（80．9）379．15 6．8 1．17 5519．7799．0
46 173　（19．1）908（100）57．09 1．0 0．33 5576．86100
計 908　　（100）908（100）5，576．86100 6．14 5576．86100
　注）牛窓町r町会会議録』，1921年度による。
い，中下層から選出された新議員を通じ町の大地主富豪への課税強化が図ら
れたことが分かるのである。しかも，この時の「所得額二対スル賦課額」の
税率は全階層で一律（0．3％）となっているので，意識的な富豪への課税強化
が行われたというべきだろう。もっとも，6位以下，とりわけ21～35位辺の
税額では相対的な構成比の減少がみとめられる。
　1926（大正15）年度には税制改革があり戸数割は県税から町村特別税に移
された。平均負担率は0．25％に低下し，しかもこの時，牛窓町大地主H両家
の町外転出という特殊要因が加わり，上位5位までの戸数割税額は，1926年
度（前期分）！8．7％まで減少している（表23）。
　上記の二つの時期は，同町内で，新たに選出された町会議員と大地主との
問で，のちにみる通り戸数割査定をめぐる紛争があった時期に相当している
が，町会議員の戸数割等級順位表を，1913（大正2）年6月，1921（大正
10）年6月，1928年（大正！4）6月，についてみたものが表24である。戸数
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表22　牛窓町県税戸数割賦課の階層構成（そのN）
（／922〔大正11〕年度前期分）
等　　　級 戸数（構成比） 累積戸数i構成比） 賦課税額 同構成比
エ戸当り
ｽ均税額累積税額 同構成比
1～　2（H両家）
戸　　％
Q　（0．2）
戸2（0，2） 　　　　円
P909．42
　　　％
S4．0
　　　　円
X54．71
　　　　円
P909．42
　　　％
S4．0
3～10 8　（0，9） 10（1，2） 611．6214．1 76．45252！．0458．1
1！～20 10　（1，2）20（2．3） 145．533．4 14．552666．5761．5
21～30 10　（1，2）30（3．5） 98．59 2．3 9．86 2765．163．7
31～40 10　（1，2）40（4，6） 82．17 1．9 8．22 2847．3365．6
41～50 10　（1．2）50（5，8） 76．97 1．8 7．70 2924．367．4
51～70 20　（2．3）70（8．1） 130．463．0 6．52 3054．7670．4
71～100 30　（3．5）100（11．5）163．86 3．8 5．46 3218．6274．2
101～200 100　（11．5）200（23．1）428．36 9．9 4．28 3646．984．1
201～400 200　（23．1）400（46．1）451．7310．4 2．26 4098．7194．5
401～600 200　（23，ユ） 600（69，2）ユ60．ユ6 3．7 0．80 4258．8798．2
601～867 267　（30．8）67（100）80．08 1．8 0．30 4338．95100
?
867　（100）867（100）4338．95100 5．00 4338．95100
注）1　牛窓町『町会会議録』1922年度による。
　　2　H両家は1～2位を占め，合計所得額295、727円，戸数割の所得に対する平均負担率
　　　0、3％で所得に対する賦課額は88ア、18円に相当している。
表23　牛窓町県税戸数割賦課の階層別構成 （ユ926＝大正15年度．前期分）
順　　　位 戸　　　数
累積戸数
i構成比） 所得額
所得に対
ｷる賦課
平均負
S率 賦課税額 構成比 累積税額 構成比?? ? ? 額　　円 ? ? ? ? ％
1～5 5（0，5） 5（0．5）79，310198．270．25 473．18 18．7 473．18 18．7
6～10 5（0，5） 10（0．5）19，024 47．560．25 141．95 5．6 615．13 24．3
11～20 10（1，1）2G（2．1）11，354 69．260，61＊ 127．66 5．0 742．79 29．4
21～30 10（1．1）30（3．2）8，910 22．270．25 100．88 4．0 843．67 33．4
31～40 10（1．1）40（4．3）6，250 15．620．25 87．01 3．4 930．68 36．8
41～50 10（1．1） 50（5．3）4，591 11．470．25 74．32 3．0 1005．0 39．8
51～70 20（2，1） 70（7．5），850 14．6 0．25 128．28 5．1 1133．28 44．8
71～10030（3．2）100（ユ0．7）4，250 10．620．25 ユ6ユ．83 6．4 1295．1ユ 51．2
101～200100（10．7）200（21．4）4，500 11．25O．25 404．09 16．0 1699．2 67．2
201～400200（21．4） 400（42．7）3， 50 9．35 0．25 478．56 18．9 2177．76 86．1
40ユ～600200（21．4） 600（64．1）2， 80 5．45 0．25 216．83 8．6 2394．59 94．7
601～936236（25．2）936（100，0）1，228 3．07 0．25 133．69 5．3 2528．28100．0
計 936（100．0） 936（100．0） 2528．28
注）1　牛窓町『町会議事録』による。所得額及び所得に対する賦課額は，各順位段階の5番目までの合計額
　　　をとった。
　　2　＊は数宇上では，0．61％となるがこれは0．25％換算の誤りとみられる。
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表24　牛窓町町会議員の戸数割等級順位表
??
????????????????????????????
?????????
???
?????????????????????????????????????
??
????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
??
???????????????????????????????
?????????
?????????????????????。??????????．???????
???）????????
???
????????????? 」 ? ??????????
??
???????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
?????????
????????????????????????????????????????? ?
??
????????????????????????????????????
??
00
W0
S0
S0
T0
Q7
Q3
?????????
??
??????????????
??
????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
注）牛窓町『町会会議録』各年度版より作成。
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割等級からみると，選出町会議員はおxむね中位までであるが，1921年の自
治権の拡大にともない漸次下層からの出身者が見られ出していることが分か
るのである。
5　大地主の租税負担と戸数割負担問題
　これをさらに，牛窓町の町税負担において大きな役割をになった同町の大
地主H：両家について，とくにHN家所蔵の地主の資料をもとに，両大戦間期
の大地主の租税負担の実態とりわけ戸数割負担問題についてみておきたい。
まず表25は，H：N家の資料をもとに，戸数割における町の総歩数とH両家の
歩数の関係の推移（1907～1931年度）をみたものである。町の総歩数に占め
るH：N家，HH家の占める歩数の割合は，1907年度当初で各7％，両家あわ
せて14％，1911年度から各10％台に上昇し，両家あわせて25％から1921（大
正！0）年度の28．5％にまで増加した。さらに，府県税戸数割規則のできた年
の翌年の1922年度には43．7％の4割以上と過去最高となった。この年は，割
当部数H：N家4100，HH家が4360，　H両家合計で8460と過去最高であった。
この年は町村における等級選挙（1級，2級）の廃止による町村自治権の拡
大がみられた年である。その後，両家合計で1923年度4776，1924年度4800に
やや減少をみるものの割当歩数はきわめて大きく，HN家主人の町外（兵庫
県芦屋町）転出，つづいてHH家主人の岡山市転出をもたらし，1925～
1927年度は，歩数の空白部分がみられる。この時には，両家は町財政に相当
分の寄付を行っている。町と両家の和解の後1928年度以降両家各1500歩，計
3000歩で解決している。
　ちなみにこの歩数割当にともなう各年度前期分のH両家への戸数割配賦額
をみれば表25の通りとなる。H両家は，1925，1926年度をのぞいて戸数割等
級で1位又は2位を占めていた。　　　・
　これを，さらに，HN家所蔵の『地所所得純益勘定帳』（明治！7～）によっ
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表25　H両家戸数割歩数累年比較
年　　度 総歩数
@　（A）
E．N．　i家
@　　（B）
H．H．家
@　　（C）
H両家≒ｮ数
?， ?、
搬
1907（〃40） 16，465 1，150 1，150 2，3007．0 7．0 14．0
1908（〃41） 16β83 1，150 1，1502，300 7．0 7．0 14．0
1909（〃42） 16，790 1，40D ！，400 2，800 8．3 8．3 16．7
1910（〃43） 16，652 L400 1，400 2，800 8．4 8．4 16．8
1911（〃44） 17，149 2，100 2，200 4β00 12．2 12．8 25．0
1912（〃45） 17，158 2，100 2，200 4，300 ！2．2 12．8 25．0
1913（大正2） 17，074 2，10D 2，200 4β00 12．3 12．9 25．2
1914（〃　3） 16，815 2，100 2，200 4β00 12．5 13．125．6
1915（〃　4） 16，423 2，100 2，2004，300 12．8 13．4 26．2
1916（〃　5） 16，203 2，160 2，300 4，46013．3 14．2 27．5
1917（〃　6） 16，197 2，160 2，300 4，460 13．3 14．227．5
！918（〃　7） 16，744 2，260 2，5004，76013．5 14．9 28．4
1919（〃　8） 16，850 2，260 2，500 4，76013．4 14．8 28．2
1920（〃　9） 16，700 2，260 2，5004，760 13．5 15．0 28．5
1921（〃10） 16，661 2，260 2，5004，76013．6 15．0 28．6
1922（〃11） 19，383 4，100 4，360 8，46021．2 22．543．7
1923（〃12） 15，502 1，476 3，300 4，7769．5 21．3 30．8
1924（〃13） 15β03 1，800 3，0004，80011．8 19．6 31．4
1925（〃14） 10，633　　　　　　　200O2500円寄付 150 350＋α 1．9 1．4 3．3
1926（〃！5） 10，953　　　　　　　100O2900円寄付 150 350＋α 0．9 1．4 2．3
1927（昭和2） ！1，781　　　　　　　500O2000円寄付 500・ 1，000＋α 4．2 4．2 8．4
1928（〃　3） 13，595 1，500 L500 3，00011．0 lLO 22．0
1929（〃　4） 13，547 1，500 1，5003，00011．0 11．0 22．0
1930（〃　5） 13β81 1，500 1，5003，000 11．2 11．2 22．4
1931（〃　6） ユ3，088 1，775 1，250 3，00013．6 9．6 23．2
注）西服部家所蔵『両服部家ト町トノ関係記録』により作成。
一73一
302
表26　牛窓町H両家への戸数割配賦額
H．　N．　家 H．　H．　家　　　　項　目
N　度 前期分 等　級 前期分 等　級
備　　考
1907 　円Q5．87 1 　円Q5．87 1
1909 50．83 1 50．83 1
1911 51．24 1 51．24 1
1913 69．75 2 73．06 1
1915 75．46 2 79．05 1
1917 84．89 2 90．39 1
1919 156．67 2 173．26 1
1920 224．87 2 248．76 ?
1921 680．95 2 753．26 1
1922 925．37 2位 980．05 1位
1924 452．68 2位 1，012．11 1〃 H．N．家当主ｼ町へ転出
1925 一 5L44 5位 H．H．家当主ｺ町へ転出
1926 一 『 23．08 8位
1927 753．50 2位 753．50 2位 両家入町
1929 2，36L60 1位 2，361．60 1位 年　間
1930 1，932．90 ’ノ L932．90 ? ?
1931 1，759．20 1位 1，238．88 2位 ?
1932 2，096．27 ！位 1，476．25 2位 ?
1933 1，974．71 1位 ユ，390．64 2位 ?
1935 2，664．88 1位 L876．68 2位 ?
　注）牛窓町r町会会議録』，各年度による。
て，同家地主経営における地所所得勘定と租税負担との関係をみると，表
27，表28の通りとなる。同家の土地所有は，内地（外に朝鮮など外地所有分
がある）では，岡山市及び邑久郡，赤磐郡など岡山市東部の同家周辺郡部に
広く及んでいた。（15）表にみられる通り，同家の地所勘定における所得は次の
式で算出される。
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　　所得＝粗所得（実証小作米麦総額）一租税負担一地所費
　この場合，租税負担には，国税の地租及び所得税と地方税における県税，
市町村税とがあった。表27から分る通り，地所からの粗所得（二二小作米麦
総額）は，1919年度の68，166，000円をピークに以後大正末・昭和初期にかけ
漸減している。租税では，国税の地租が1917年度以降，以前の粗所得に占め
るシェア10％台から1ケタ台に減じている。所得税はかなりバラつきがみら
れるが，ややシェアを上昇させる傾向がみられる。しかし，10％前後で推移
している。これに対比し，地方税の県税のシェアが漸次上昇，！920年代に
10％弱ないしはこれを上まわるケースもあり，また市町村税も1920年代に1
ケタ台であるがそのシェアを高めている。地：方税の合計（県税＋市町村税）
では，地租や所得税を上まわっていることはいうまでもない。これを図示し
たものが図4で，地主における租税（国税・地方税合計）の負担割合は，第
一次大戦期の！915年度前後と，大戦後の1920年代にかけて増大している。こ
の増大への貢献は，国税の所得税（1920年以後地租を上まわる）とあわせ，
とくに地方税の貢献が大きいことが分るのである。
　HN家の地主経営は，1920年代以降会社組織への変更とその比重が強まる
が，表27で，二つの代表的な会社組織㈹（服部合資，六二土地）についてみ
ても，ほぼ同様のことが指摘できるのである。（図5）
　この点は，岡山県南のいま一つの大地主・塩田地主であるN家（17）の場合を
とっても，ほぼ同様であり，とくにN家では，国税よりも県税・町村税と
いった地方税の比重がかなり高くなっている。（18＞第一次大戦期及びとくに
（15）　『服部和一郎家所蔵文書目録一岡山県地主史料』東京大学社会科学研究所，1977年及
　び大石嘉一郎編著r近代日本における地主経営の展開』1985年，第1章第1節5を参
　照。
（16）これらの会社経営は，米騒動と小作争議の高揚などの中で土地経営の合理化をめざ
　して設立されたもので，小作地管理，小作人対策をかねた地主組合的性格のものであっ
　た。
（17）　r備前児島野崎家の研究』ナイカイ塩業株式会社，1981年，山陽新聞社，1985年。
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表27HN家の地所所得勘定と租税負担（その1） （市郡山，単位千円，％）
租　　税　　　負　　担 D十E　　　　　項　目
N　度
実納小作米
梠濠z（A）地　租
iB）
所　得
ﾅ（c）
県　税
iD）
市町村
ﾅ（E） その他 合計（F）
地所費
iG）
　　　所　　　　得
i且）＝（A）一（F）一（G）
???? ???
A
????
1910市郡合計額30，1514，1462，662i1，293＞1，g181，623i725）一 10，3482，362 17，441 13．88．8 6．4 5．4 lL834．37．8
1911　　〃 39，5304，1912，641i1，254）
???，
1，978
i904）一 10，8D22，315 26，413 10．66．7 5．0 5．010．02了．3 5．9
1912　　F’ 40，5244，2272，937k1，294）2，133
2，028
i991）　 11，3243，129 26，071 10．47．2 5．35．0 10．327．97．7
1913　　〃 36，0074，1083，209i1，558）1，601
1，955
i93了） 一 10，8743，288 2L845 11．48．9 4．4 5．4 9．8 30．29．1
1914　　” 2了，479 4，0453，930k1，905）1，615
2，231
i1，119＞ 一 11，8193，111 12，449 M．714．35．9 8．1 14．043．011．3
1915　　〃 19，9853，6692β56i1，559＞1，897
ユ75D　　，（923）
一 10，1722，3了1 了，442 18．4 14．39．5 8．818．350．91L9
1916　　〃 30，0793，8852，069i1，058）1β69
1，552
i了86） 一 9，375 2，364 18，340 12．96．9 6．25．2 ll．4 31．27．9
1917　　〃 49，7973，7951β52i939）2，038
1，563
i822）一 9，248 2，539 38，010 7．6 3．7 4．13．1 7．2 18．65．1
1918．　〃 51，6053，1582，560i1，441）L，828
1，698
i892）一 9，244 3，134 39，228 6．1 5．03．5 3．3 8．817．96．1
1919　　〃 68，1662，5782，313i2，747）2，113
3，885
iL750）
沖田税金
@　　49 10，938 4，573 52，656 3．8 3．4 3．15．7 8．8 16．06．7
1920　　〃 33，7062，7874，278i3，111）2，656
3，000
i2，118） 一 13，041 4，691 15，974 8．3 12．7 7．9 8．9 16．838 713．9
1921　　〃 50，240 2，7146，242i4，168）3，611
2，929
iL954）一 15，2255，908 25，D99 5．412．47．2 5．8 13．030．311．8
1922　　〃 39，5922，5037，806k5，722）2，708 3，048一 16，4435，397 17，752 6．319．76．8 7．7 14．5 41．5 13．6
1923　　〃 35，2622，4955，343i4，491）3，039
2，713
i1，945） 一 13，500 6，166 15，596 7．115．2 8．67．7 16．338．417．3
???
ー?ー
1924　　〃 42，0712，4313，507i2，69τ）2，727
2，225
i1，568） 一 10，851 9，093 22，127 5．8 8．36．5 5．3 11．8 25．8 21．6
1925　　” 29，805L6842，223iL498）2，6952，068i1，420） 一 8，629 5，734 15，442 5．7 7．5 9．06．9 15．9 29．0 19．2
1926　　〃 26，690 1，6722，555i1，635）2，275
2，106
i1，163） 一 8，568 6，455 11，667 6．3 9．68．5 7．9 16．4 32．1 24．2
1927　　” 24，223 1，6663，096i1，974）2，100
1，473
i805）一 8，294 4，764 11，164 6．912．88．7 6．1 14．8 34．2 19．7
1928　　” 22，908 1，6663，061i1，980）2，270
L595
i925）｝ 8，552 4，623 9，732 7．313．49．9 7．0 16．937．3 20．2
1929　　〃 20，453 1，6522，5202，0121，647 一 7，786 4，022 8，645 8．112．39．8 8．1 17．9 38．1 19．7
1930　　” 13，8961，6462，507i1，600＞1，933
1，407
i835）一 7，447 2，4G8 4，040 ll．8 18．0 13．910．124．053．617．3
1931　　〃 15，3561，1331，0了8i676）1β40
1，180
i667）一 5，186 2，284 7，886 7．4 7．012．07．7 19．733．8 14．9
1932　　’ノ 17，8871，075
1325　　，（854）
1，4981，143i628）一 4，996 2，324 10，567 6．0 7．4 8．46．4 14．827．9 13．D
1933　　「’ 18，5961，072
1964　　P（1，271）
1，5711，200i683）一 5，762 3，482 9，351 5．810．68．4 6．5 14．9 31．018．7
1934　　〃 20，088 1，0602，168iL389）1，557
1，359
i765）『 6，099 3，017 10，972 5．310．87．8 6．8 14．630．4 15．0
1935　　” 23，872 1，0272，546i1β75）1，549
1，203
i750）一 6，280 3，179 14，413 4．310．76．5 5．0lL526．3 13．3
1936　　” 24，640 1，0582，917i1，g53）1，543
1，302
i772）一 6，774 3，688 14，199 4．311．86．3 5．3 11．6 27．514．9
注）1　西服部家r地所純益勘定帳』明治17年～より作成：岡山市及び郡部の合計。1921年度より服部合資会社，岡永土地合資会社，服部合資（赤穂塩屋
　　　村）などを分離しのぞいてある。
　　2　地所費には，地所費の外協議費，修繕費，運賃，非常費などを含む。
　　3　所得税，市町村税の数字の（）は邑久寸分の内数を示す。
????????????（?。）
???
???
表28　HN家の地所所得勘定と租税負担（その1） （会祉分，単位千円，％）
租　　税　　　負　　担 D十E
年　　度 実印小作米梠濠z（A）地　租
iB）
所　得
ﾅ（C）
県　税
@（D）
市町村
ﾅ（E） その他 合計（F）
地所費（G） 　　所　　　　得
iH）＝（A）一（F）一（G）
????????
A
????
1921 17，301 760 341L236 L139登録税@20D3，676 1，850 11，775 4．4 2．0 7．1 6．6 13．7 21．2 10．7
1922 10，496 760 484 951 937 3p1322，214 5，149 7．2 4．69．1 8．9 18．0 29．8 21．1
1923 14，9D4 753 505 992 906登録税?ﾜむ 3，156 3，190 8，557 5．1 3．4 6．7 6．1 12．821．221．4
1924 19，497 770 690 939 858 3，257 3β45 12，395 3．9 3．5 4．8 4．4 9．216．719．7
1925 19β85 776 6939431，038 3p4502，781 13，654 3．9 3．5 4．7 5．2 9．917．3 14．0
1926 16，100 τ73 4441，029 937 3，182 2，056 10，862 4．8 2．8 6．45．8 12．2 19．8 12．8
1927 15，187 720 715 9421，098 3，475 2，178 9，534 4．7 4．76．2 7．2 13．422．914．3
1928 1L485 693 464LO25838 3，019 Ll18 7，347 6．0 4．08．9 7．3 16．2 26．39．7
???????????????????
1929 12，023 681 667 844 92D 3，111 1，968 6，943 5．7 5．5了．0 7．7 14．725．916．4
1930 7，g47 681 483 812 915 2β91 L490 3，566 8．6 6．110．21L52L736．418．7
1931 8β72 479 565 819 737登録税@2 2，601 1，667 4，104 5．7 6．7 9．8 8．81 ．6 31．1 19．9
1932 10，024 460 381 631 715 2，187 1，347 6，490 4．6 3．8 6．3 7．113．42L813．4
1933 10，840 488 532 663 725
登録税を含む
2，407 2，149 6，284 4．5 4．96．1 6．7 12．8 22．2 19．8
1934 IL986 484 567 671 821? 2，543 1，894 7，538 4．0 4．7 5．6 6．812．4 21．2 15．8
1935 14，560 508 499 861 833その正ﾅを含む 2，700 2，346 9，513 3．5 3．4 5．9 5．7 ll．6 18．5 16．1
???
???
1936 16，000 511 一828 712 864 2，915 3，705 9，380 3．2 5．2 4．55．4 9．9 18．223．2
1921 3，797 383 101 447 211登録税@　21 1，108 960 1，729 10．12．7ll．85．6 17．4 29．225．3
1922 4，312 326 181 352 438 1，298 LO28 1，987 7．6 4．2 8．210．2 18．4 30．1 23．8
1923 4，300 326 111 395 618 1，451 499 2，350 7．6 2．6 9．214．423．6 33．71正．6
1924 5，723 324 120 359L216 2，019 568 3，136 5．6 2．1 6．321．2 27．5 35．39 9
1925 5，657 324 151 421 216登録税@　　14 1，126 1，211 3，319 5．7 2．ア 7．4 3．8 ll．2 19．92L4
1926 4，577 324 176 426 210登録税@　　7 1，142 1，245 2，189 7．正 3．8 9．3 4．6 13．9 25．027．2
1927 11，075 319 1 404 267 1，469 1，158 2，911 2．9 0 3．6 2．4 6．0 13．310．5
1928 4，050 321 254 450 233営業収益ﾅ　　6 1，264 1，190 L596 7．9 6．3 11．15．8 16．9 31．229．4
????
1929 4，238 320 307 397 227 1，250 1，038 1，949 7．6 7．2 9．4 5．4 14．829 5 24．5
1930 2，782 316 153 376 228健響雲） 1，073 821 888 11．45．513．58．2 21．7 38．629．5
1931 2，739 225 92352 381 LO49 780 910 8．2 3．412．9 13．9 26．8 38．328．5
1932 3，010 208 58 289 363 917 615 1，478 6．9 1．9 9．6 12．121．7 3D．520．4
1933 3，157 207 117 3D4 378 1，006 796 L356 6．6 3．7 9．612．021．63正．925．2
1934 4，390 210 349 20 305 884 766 2，389 4．8 7．9 0．56．9 7．4 20．1 17．4
注）1　出典は，表12に同じ。2．服部合資会社（明治39年創立）は，1919（大正8）年より土地経営に当る。
　　3　岡永土地合資会社（1916年創立）は，1920（大正9）年，周匝村（現・吉井町）の土地管理を行った，周永土地合資会社：を合併した。
????????????（?。）
??
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図4　HN家の地所所得と租税負担の割合
負担率
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図5　服部合資会社の租税負担
国・地方税合計
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図6　備前児島N家の地所所得と租税負担及び利益割合
国・地方税合計
県税・町村税
　　　　　　ノー一、、・＼　／＼、
　　　　　　　ノ
　　＼／　　＼
ズ＼、　　，〉ンぐ〉ぐ）＝介＝二叉二讐二　…へ＼／＼＼
ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ　　ノ　　　　へ　　　　　＼一一／　　V　　利益割合　＼〆
　　　　一一一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一一　　　　　一　　　一年度　　　　九九九九九九九　　　　〇一　　　　　　一　　　　　　二　　　　　　ニ　　　　　　ニ　　　ニ　　　　九〇五〇五〇三1920年代の地方税（県税＋町村税）の比重がきわめて大きかったのであ
る。（19）（表29，図6）
　なお，昭和初期に入ると，全国の資産家の町外転出のケースがあいついだ
が，表30は，これを一覧したものである。1930～34年度の昭和恐慌期に，全
国では，転出町村数243，転出者数26！，うち近畿型農村の岡山県では転出町
一82一
地主制後退期の町村戸数割課税（2）　311
表29　備前児島N家の地所勘定における利益割合と租税負担の比重（1909～1933年度）
利　　益 粗収入に 占め る租税負 担の 割
??
年 度
割　　合 国　　税 県税 ・町村税 国 ・地方計
1909年度（明治42）
分厘
R．8
　　　　％
P8．9
　　　　％
P7．0 35．9
?
1910? （ ? 43） 4．73 13．3 14．4 27．7
1911? （ ? 44） 5．56 10．5 12．7 23．2
1912? （ ? 45） 5．27 9．9 12．2 22．1
1913? （大正 2） 4．59 11．！ 14．8 25．9
1914? （ ? 3） 2．94 15．7 21．0 36．7
1915?? （ ? 4） 2．79 15．5 21．5 37．0
1916? （ ? 5） 3．59 12．1 24．1 36．2
1917? （ ? 6） 4．25 7．3 13．8 21．1
1918? （ ? 7） 5．86 5．6 12．1 17．7
1919? （ ? 8） 8．5 3．8 11．5 15．3
1920? （ ? 9） 2．7 7．5 36．4 43．9
1921? （ ? 10） 4．7 5．6 25．7 31．3
1922? （ ? 11） 3．0 7．2 35．0 42．2
1923? （ ? 12） 3．7 5．9 29．2 35．1
1924? （ ? 13） 4．6 5．9 20．3 26．2
1925? （ ? 14） 4．7 5．6 22．6 28．2
1926? （昭和元） 3．9 6．5 25．7 32．2
1927? （ ? 2） 3．7 6．7 21．5 28．2
！928?
（ ? 3） 3．1 7．6 24．2 34．3
1929? （ ? 4） 3．O 7．7 26．7 34．4
1930? （ ? 5） 2．0 3．6 27．4 31．0
1931? （” 6） 2．7 8．4 26．4 34．8
1932? （ ? 7） 一 7．0 23．3 30．3
1933? （ ? 8） 一 6．6 25．5 32．1
注）野崎家所蔵『地所係報告書』各年度により作成，1925年度までは，家長名儀と丹
　斐太郎名儀所有の合計，1926年より統一。
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村数5，転出者数6となっている。｛20）
　また，大正末・昭和初期には，岡山県
を含む各地の農会も，農家の租税負担の
軽減を陳情した。（21＞
6　むすびにかえて
表30　町村における資産家の転出状
　　況　　（1930－1934年度）
　以上，2回にわたり，大正期農村にお
ける地方税負担の増大と課税の地域的不
均等を地主制の3地帯類型（東北型，養
蚕型，近畿型）について検証し，これを
近畿型の一類型たる岡山県牛窓町財政に
おける町税課税と町内地主層の戸数割負
担の実態について検討してきたのであっ
た．そ・では，地方税（道府鰍，町村注葦子禦麟㌃驚ル内囎
税）課税の地域的不均等については，地
租割（地価割）の比重は東北型が最も高く近畿型，養蚕型の順となっている
こと，逆に，戸数割・家屋：税，雑種税については養蚕型，近畿型が高く東北
型が相対的に低くなっていること，一方所得税付加税は，1920年代中葉まで
低く，以後1930年代にかけて高くなったこと，などをみてきたのであった。
府県名 転出町村数 転出者数
北海道 20 24
岩　手 14 15
山　形 4 4
栽　潟 6 6
群　馬 2 2
長　野 12 13
山　梨 4 4
和歌山 4 5
兵　庫 9 9
岡　山 5 6
山　口 12 14
福　岡 14 17
全国計 243 261
（18）野崎家所蔵r地所係報告書』各年度による。なお，この点は，有元正雄「巨大地主の
　諸劃期と〈再生産軌道＞！r土地制度史学』第48号，の基本表も参照。
（19）H，H，家については，とりあえず，『服部完二家所蔵文書目録一岡山県地主史料・続
　一』東京大学社会科学研究所，1980年，の解題，及び同家「庶務報告書」を参照。
（20）　r地方財政改善二関スル内閣審議会中間報告』1935年による。北海道，岩手県，新潟
　県，長野県，兵庫県，岡山県，福岡県などが相対的に多くなっている。
（21）前稿注（2）加瀬和俊論文，同「農村負債整理政策の立案過程」r東京水産大学論集』
　第14号，1979年，も参照。
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とりわけ，近畿型地帯の一である牛窓町のケースに典型的にみられる通り，
第一次大戦後の大正・昭和初期には町村在住の地主層には所得税とあわせ地
方税とくに町村税戸数割負担が大きな重圧となったのであり，両大戦二期の
地主層の町税戸数割負担問題は地主層の町外転出をもたらすと共に，同時に
地主制衰退をも促進させる要因の一つとなったことをも指摘しておかねばな
らないのである。（221なお，次回には，この結果としての同町における大地主
の租税闘争と町民自治との関係についても改めてふれてみたいと思う。
（22）本稿執筆後，広田四哉「養蚕地帯における地主経営の後退・解体過程一山梨県180町
　歩地主根津家を事例として一」r土地制度史学』第119号（1988年4月）を手にした。
　1940年税制改革にともなう戦時下所得税の意義と財産税問題にふれた注目すべき業績
　と思われる。だが，この時期の検討にはまた別稿を用意しなければならない。
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